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氏 名：明山　寛之
題 目：�大学から企業への移行過程および企業の

若年雇用管理
―企業における若手社員の定着を考察する―

梗 概：本論では、筆者自身が大学卒業後に入社
した企業を早期離職した経験をもとに若手社員
の早期離職を減らしたいという思いから、若年
者大卒社員の早期離職問題に焦点をあて、なぜ
大卒の若手社員が企業を早期離職してしまうの
かをあきらかにして、どうすれば企業における
定着率を高めることができるのかを考察してい
く。よって、企業の定着を高めるためには大学
から企業への移行過程と企業における若年雇用
管理を明らかにする。検討したことから得られ
たことを記述し、大学・企業に対する提言を行っ
ている。

氏 名：青山　弘和
題 目：�総合交通体系における自転車政策の必要

性とその活用に関する研究
―京都市の自転車政策のあり方について―

梗 概：生活環境や自然環境における問題を考え
ると、自動車依存社会は限界に達しており、早
期に脱却する必要がある。自動車依存社会から
の脱却を目指すためには、今まで欠けていた総
合交通体系の確立を目指し、戦略的かつ総合的・
包括的に施策を実行しなければならない。しか
し、日本においては理念だけが先行し、具体的
施策にまで結びついていない。本論文では、総
合交通体系において「忘れ去られた」存在であ
る自転車に焦点を当て、総合交通体系における
自転車が担う役割の重要性を指摘し、京都市を

モデルケースとして、自転車政策のあり方につ
いて具体的提言を行うことを目的としたもので
ある。

氏 名：江澤　真紀子
題 目：中山間地域に関する一考察

―地域特性を活かした活性化―
梗 概：近年の中山間地域を取り巻く状況は深刻
である。過疎化・高齢化の進行、農業の衰退、
地域社会の崩壊等、さまざまな問題が存在する。
こうした問題に対し、これまでの各種対策や研
究は、中山間地域を全体として捉えて対応して
きたものが多く、各地の特性を考慮したもので
あったとは言い難い。こうした一般化された視
点から脱却し、さまざまな地域特性を汲み取っ
た政策形成を行うことは、中山間地域の活性化
につながる重要な要素であると考える。本稿で
は一般型と大都市近郊型に中山間地域を区別
し、二者の比較整理を行った。そこから大都市
近郊型中山間地域の地域特性を明確にすること
を試みた。そして、そこで得られた地域特性を
もとに、大都市近郊型のもつ活性化の展望につ
いて検討している。

氏 名：藤井　周平
題 目：近江商人の家訓とCSRの比較

―近江商人型CSRの提唱―
梗 概：本稿は近年多く取上げられる企業の社
会的責任（Corporate Social Responsibility：CSR）
について取上げた論文である。またそのCSRに
対して同様に注目されるのが近江商人の家訓の
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『三方よし』である。本稿の目的は、この『三
方よし』に着目して、CSRの基本概念構築に向
けCSRに似た日本の経営倫理を近江商人の家訓
から抽出し、CSRを単に欧米からの新しい発想
として捉えるのではなく、日本の企業風土に
あったCSRを目指すこととする。また論拠とな
る文書資料の裏づけを多くし先行研究に補足す
ることである。そのためにまず先行研究をまと
め、その上で家訓を分析し相違点、類似点を抽
出し、家訓がCSRと類似していることを確認す
る。そして現代のCSRに補足する形で近江商人
型基本概念を提唱する内容の構成である。

氏 名：藤本　昭広
題 目：議会ガバナンス改革の実証的研究

―奈良県議会を事例として―
梗 概：本論は、私の３期12年に及ぶ奈良県議会
議員としての経験に基づいて、議会ガバナンス
改革のあり方について考察したものである。こ
れまでの中央主権から地方分権に、しかも未曾
有の財政危機を背景にした地方主体の時代に、
移行しつつあるとき、議会の改革は遅々として
進んでいない。とくに相乗り型で保守系が多数
を占める議会においてはそうである。本論は、
議会の本来の機能である住民意思の代表、公的
意思決定、そして執行部の監視が従前に果たさ
れているとはいい現実に、三重県議会等の先進
的改革事例に学びつつ、奈良県議会のあるべき
ガバナンス、そしてそれに必要な議員の資質や
能力について論じた。

氏 名：藤田　真理子
題 目：�ハイブリッド車によるトヨタの新しいブ

ランド価値創造
梗 概：現在、環境というものは、企業の戦略上
切り離せない重要なファクターとなっている。
トヨタは自動車の分野において、環境という新
しいブランド要素を浸透させたのではないだろ
うか。つまり、「ハイブリッド車＝プリウス」、
トヨタ自動車はこの公式を創造すると共に、環
境対応の企業というイメージを作り上げた。そ
して、企業としてのブランド価値を高めたので
はないだろうかと考えた。そのような認識から、
本稿ではまず、日本の３大自動車メーカーに焦

点を当て、さまざまな角度から環境マネジメン
トの現状を検証する。そして、ハイブリッド車
プリウスを中心に、トヨタの環境イメージ戦略
を新聞記事の中から検討するものである。

氏 名：福住　陽子
題 目：現代組織における「忠誠と反逆」

―内部告発を活かすガバナンスを目指して―
梗 概：内部告発は、所属する組織への『裏切り』、
『反逆』という暗いイメージがつきまとってい
る。しかし、近年、不祥事の多くは内部告発に
より明らかになっているため、内部告発の有効
性、正当性が認められつつあるのもある。内部
告発によって、不祥事をおこす組織が社会から
糾弾を受け、その病理体質を改善され、結果的
に組織が健全性を回復し、存続していけるよう
になれば、内部告発者は組織の真の利益に貢献
したことになり、組織に忠誠を尽くした者とし
て賞賛されても当然ということになる。その意
味で、内部告発行為は一件「反逆」行為であり
ながら、実は、「忠誠」行為であったというこ
とになる。本論は、組織の不祥事ないし病理を
素材としつつ、組織における「忠誠と反逆」の
問題を考察し、内部告発の正当性、そして組織
病理の治癒に必要なポテンシャルを考察し、内
部告発を活かした組織ガバナンスの必要性につ
いて検討を行っている。

氏 名：舩越　大祐
題 目：仕入税額控除における問題 

―消費税法30条の解釈のあり方―　
梗 概：わが国の消費税は、仕入税額控除制度
を採用している。この制度が適切に機能するこ
とによって、はじめてわが国の消費税が多段階
課税方式累積排除方の付加価値税であるといえ
る。しかし、この仕入税額控除を規定する消費
税法30条を巡っては、課税庁と納税者との間で
解釈の相違があり、国税不服審判所に対する不
服申立てや下級審において、多数の訴訟が提起
されている。そして消費税法30条の解釈を巡っ
ては、判例、学説ともに統一した解釈が確立し
ているとはいえず、解釈論としても、立法論と
しても、整理する必要がある。本稿は、消費税
法30条を巡る判例、学説を整理すると供に、消
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費税法30条の妥当な解釈の検討を行おうとした
ものである。

氏 名：五代　雄資
題 目：�変革期における印刷の地方普及と近代印

刷への新視点
梗 概：印刷が、近代社会に及ぼした影響につい
て研究した論考である。特に地方での印刷文化
への影響を知る手がかりとなる資料を中心に歴
史的な新資料及び政策を取り上げ、方法論を検
討しながら総合的な分析をおこなった。幕末か
ら明治の変動期に印刷技術は、大きく変化した。
これまでの版木を中心とした印刷から、活版印
刷への転換は、工業化や量産化が行われる転機
となっていった。これらは、政策とも連動し、
政策の伝達や、教育の普及に大きな役割をはた
すこととなった。特に新聞や公文書の印刷は、
印刷機械の導入にも拍車をかけた。初期には欧
米で、古くなった機器を導入していたが、明
治中期頃よりは最新の印刷機器を導入する会社
も現れ、大量印刷を可能とする基礎ができつつ
あった。こうしたことは、和紙から洋紙への技
術導入の転換点となっていった。特に洋紙の量
産化のためには大規模な工業技術と設備を必要
とするため、より大きな資本と専門の技術者の
必要性があった。その上、政策の理解と民衆教
化のための方策には、教育の普及と民衆の知的
要求に新聞が欠かせないものとなっていった。
特に20年代以降の新聞の発達はめざましく、こ
うしたことが、数多くの印刷機器の導入と国産
洋紙の導入へとつながった。当時最も優れた技
術を取り入れた新聞は、高速印刷技術、量産化、
低価格という、近代印刷における大きな課題を
克服したものにほかならない。

氏 名：後藤　崇
題 目：日本外交の政策過程と国際的な制度化

―「人間の安全保障」政策の分析から―
梗 概：冷戦の崩壊とグローバリゼーションの進
展という二つの国際情勢の大きな変化は、同時
に破綻国家や危機のグローバル化といった問題
を生み出した。そして、そのような問題に対処
する方策の一つとして、日本による「人間の安
全保障」政策の取り組みを挙げることができる。

本論では日本の「人間の安全保障」政策、特に
国連における「人間の安全保障基金」の設置を
中心にして多面的に分析することにより、それ
が日本の外交政策として実施されるに至り、国
連において成立する要因を多面的に考察する。
そして一国の外交政策が、国際社会において国
際政策として成功するための要素について解き
明かすことを目的とした。

氏 名：濵井　健
題 目：�地方公務員の人事評価制度改革に必要な

視点は何か
梗 概：近年、地方公務員に能力・実績に基づ
いた人事評価制度を導入している自治体は多
い。では、新しい人事評価制度を導入すること
によって地方分権時代にふさわしい能力を持っ
た人材の育成は可能なのだろうか。本研究で
は、まず人事管理の中心的役割を人事評価制度
であると捉えることで、人事管理の範囲を決め
て、自治体の事例を参考にある仮説を設定して
いる。そして、新しい人事評価制度の現状と課
題について考察している。これらを基に、今後
の人事評価制度改革にどのような視点が必要な
のかについて論じている。

氏 名：長谷川　健
題 目：�価値あるコンテンツを創造するための産

業スキームの研究
―米国映像産業をモデルとして―

梗 概：コンテンツの時代といわれる今日、情報
技術の進展で映画など様々なコンテンツ配信が
大きな成長産業になると考えられている。しか
し、わが国では残念ながらコンテンツ産業の核
となる映像関連産業の振興が遅々として進んで
おらず、映画・テレビ番組などの映像制作の分
野で、国際市場における競争力の欠如が顕在化
しつつある。海外の市場でも通用するような良
質の映像ソフトが日本の映像産業から継続的に
生み出されないことを説明するツールとして、
「日本人の思考が世界的に特殊で他者から理解
されにくい」や「日本人は元来創造的でない」
などの文化論が借用されることもあるが、品質
の高いソフトが安定的に生み出される必然のメ
カニズムがないことを十分に説明できるもので
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はない。問題はむしろもっと別なところにある
と考えるべきではないだろうか。コンテンツ制
作能力の欠如、競争力の低下は政府の産業振興
政策の不備、そして価値のあるコンテンツを生
み出すために必要な制作事業者へのインセン
ティブの少なさに起因すると考える。本論文に
おいては、価値ある映像コンテンツを継続的に
生み出す米国テレビ映像産業を米国政府の産業
政策史を軸に記述したうえで、制作事業者への
報酬の仕組みに焦点を当て、そこから生み出さ
れる成果について考える。

氏 名：長谷川　雄哉
題 目：知識情報化についての制度学派的考察
梗 概：現代の産業は脱工業化やサービス経済
化といった表面的な第三次産業への移行の段階
にあるのではなく、知識情報化と産業に対する
社会的期待の高まりの上にあるといえる。その
流れを本論文では制度学派の理論を用いること
によって、産業の本質的な機能に注目し考察を
行っている。制度学派的な分析を通じて知識情
報化を見ることによって、知識情報を用いるこ
とによる技術的な社会的貢献のフレームワーク
と、その技術の普及による社会的な充足を促す
ことが現代の産業に求められている本質である
ということが見えるものである。ゆえに産業は
その本質を実現するよう活動してゆかなければ
ならないと結論づけられるのである。

氏 名：橋本　裕介
題 目：釜ヶ崎における日雇労働者の自立支援

―野宿から脱出し、安心した生活を送り
ながら働くために―

梗 概：本稿では、大阪市西成区にある日雇労
働者の街である「釜ヶ崎」を取り上げ、高齢化
し、野宿化した日雇労働者の自立支援について
考察していく。バブル崩壊後の社会構造の変化
と急速な日雇労働者の高齢化は、釜ヶ崎におけ
る日雇労働市場としての機能を低下させたばか
りか、日雇労働者を野宿化させていった。まず、
第一章では釜ヶ崎の日雇労働者の置かれている
現状を述べ、第二章で日雇労働者に対して行わ
れている官民の支援活動を紹介し、第三章で、
日雇労働者に対するセーフティネットである社

会保障制度の整合性を検証する。それを踏まえ
た上で、第四章では高齢化した日雇労働者を野
宿から脱出させ、自立へと導くにはまず安定し
た住居を確保して野宿からの脱却を図り、就労
とこれを補完する所得保障によって自立を支援
するという「半福祉・半就労」の施策が有効で
あることを提案していく。
　

氏 名：服部　洋子
題 目：重大鉄道事故の被害者とその構造性
梗 概：本論文では、2005年４月25日に発生した
JR西日本福知山線脱線事故を取り上げて、それ
によって生じた被害者はその立場、被害の受け
方、事故後の経緯によって多様な状況にあると
いうその構造性を明らかにし、被害者に償うべ
き事業者のあり方を論じた。被害者はそれぞれ
多様であるが、時間の経過とともにアダム・ス
ミスが指摘する共感によってつながっていく。
すなわち、事故による「不安」、「悲しみ」の感
情が人びとをつないでいると考える。そして、
被害者は事業者にも感情を理解した対応を望
む。だが、事業者は実務優先と受け止められか
ねない対応を行いがちになる。ここに、被害者
と事業者の間の事故に対する認識のズレが両者
のギャップとして現われる。事故によって被害
者となった人たちに対して事業者が共感を抱く
姿勢をとることの重要性を指摘し、まとめとす
る。

氏 名：日置　友香
題 目：公立学校施設に関する一考察

―学校PFIによる新しい施設整備―
梗 概：本稿においては、わが国の公立学校施設
整備について考察を行う。公立学校施設整備は、
耐震化や老朽化といったような多くの課題を抱
えている。それにも関わらず公立学校施設の整
備が進まないのは、多大な財政負担が一因にあ
る。今後より一層必要となる施設整備に対し、
国および地方自治体の財政逼迫等の背景から施
設整備の十分な財源補充は見込めず、これらの
ギャップを埋める方法を考える必要がある。今
日、公立学校施設整備を行うための新たな調達
方式の検討や財源確保の手法が模索され、実施
されている。「学校PFI」事業の導入は、その有
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効な一手法になり得る。そこで、「京都市立御
池中学校・複合施設」は学校PFI事業の成功事
例として、今後の参考にし得るモデルケースと
して検討している。現在、多くの自治体で公立
学校施設整備にPFI事業の導入が検討されてい
る。筆者は、学校PFI事業を導入することによっ
て、学校施設が抱える課題に対処していくこと
が可能になると結論づけた。

氏 名：菱岡　佳世
題 目：ハワイの日本人史

―出稼ぎ・定住・永住―
梗 概：移民がいかに送出され永住に至るのかを、
ハワイの日本人史から明らかにしていく。受け
入れ社会において排他的存在である移民を歴史
的にみることによって、彼らがハワイ社会に与
えた影響を述べるとともに、そこで何を得たの
かについて述べていく。ハワイの日本人は出稼
ぎ、定住過程を通して永住していく。彼らが永
住を決意するには、受け入れ社会との信頼関係
の構築が行われ、それは移民と受け入れ社会と
の歩み寄りによって成立することがわかる。そ
のため本論では、移民が送出された背景、渡航
後の生活、第二次世界大戦による影響を観察し、
移民とハワイ社会の関係について述べるもので
ある。

氏 名：本多　陽一
題 目：�企業内教育におけるeラーニングの活用

に関する考察
梗 概：日本企業においては、依然eラーニング
の浸透が進んでおらず、eラーニングの導入・
運用に際しての意義・必要性の理解が不足し
ている。本論では、eラーニングの成功の鍵は、
自社の学習目標や学習内容を明確にし、その目
標を達成するための教育方法の設計・開発・評
価を行うことである点を指摘する。“インスト
ラクショナルデザイン”に注目し、日本におけ
るインストラクショナルデザインの多義性に着
目する。結論として、自社の人材開発プロセ
スを見直し、eラーニング以外の手段ではでき
ない事項に限ってeラーニング使用することに
よって、実効性が高められる事、および自社内
におけるインストラクショナルデザインの推進

の重要性を提言する。

氏 名：飯田　英二
題 目：ソーシャルキャピタルによる地域活性化
梗 概：今日、各地方都市の中心市街地における
空洞化と郊外化が指摘されている。特に、かつ
ては多くの人で賑わっていた商店街に活気がな
くなり、来客が遠のくことにより店舗数が激減
する、いわゆる「シャッター通り現象」に見ら
れる事態である。その背景として、郊外での大
型ショッピングセンターの立地がある。商店街
が寂れたことで残った事実は、増える一方であ
る高齢者である。R.パットナムのソーシャル・
キャピタル（SC）が崩壊している状況があるが、
その構成要素である「信頼・規範・ネットワーク」
を指標として長浜市・彦根市で調査を行うこと
で、両地域のSC豊かさ度合いを測定した。結果
として、SCの豊かな地域ほど地域再生の可能性
があることを論証することができた。

氏 名：稲川　義隆
題 目：タルド模倣論における社会性の原理
梗 概：「社会」とは何か。「社会的」であるとは
どのようなことなのか。普段われわれは「社会」
という言葉を漠然と使用するが、その輪郭は定
かではない。しかし100年前の社会学者である
タルドは明解にこの疑問に答えている。「社会
は即ち模倣であり、模倣は即ち一種の夢遊病で
ある」と。これは奇妙な命題であり、われわれ
のいわゆる「社会」のイメージとはかけ離れて
いる。本論では『模倣の法則』を主な材料とし、
タルドの社会学の根幹をなすこの命題、またそ
の模倣の社会学がとらえる射程、社会的次元に
作用する法則性について考察することによっ
て、タルド模倣論における社会性の原理を明ら
かにする。

氏 名：石橋　智明
題 目：ベンチャー・キャピタルの資金調達

―年金基金の重要性とその取り込みのた
めの提案―

梗 概：近年、VCファンドへの出資者として、
年金基金が期待されている。しかし、現状の出
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資状況は微々たるものであり、出資額全体の
数％程度に留まっている。一方、VBが盛んで
あるといわれるアメリカでは、VCファンドに
おける年金基金の出資割合は４～５割を占めて
おり、主要な出資者となっている。米国の状況
を見れば、日本においても年金基金からの出資
が将来的に増加する余地は大いにあると考えら
れる。そこで、本論ではVCと年金基金のそれ
ぞれの現状や問題点を把握し、日本でも年金基
金からの出資が増加するような案を提示した。
年金基金からの出資が増加し、VBにおける投
資が盛んになり、VBが成長することで経済の
活性化、さらには日本の国際競争力を高めるこ
とにも繋がるのではと考えられる。

氏 名：岩井　亜美
題 目：成長性の高い中小企業と資金調達

―グリーンシート市場における考察―
梗 概：資金調達の多様化は、従来の一極集中型
の資金調達からの脱却により、金融機関の貸出
態度に影響されない自立的な資金調達を可能に
し、中小企業の活動に柔軟性をもたらしうる。
本論文は中小企業の資金調達手段の多様化を研
究意義に、我々の生活ひいては経済自体を豊か
にしたいという意識から生まれたものである。
中小企業の円滑な資金調達の方法として、未公
開株式市場のグリーンシート市場に着目する。
しかしながら、グリーンシート市場によって資
金調達を行うことは、現実的に限定された少数
の中小企業の手段であるのが現状である。グ
リーンシート市場の活性化による資金調達の多
様化を目的に、市場の制度環境の問題点から解
決策を模索する。また、銀行のグリーンシート
市場での活躍そのものが、中小企業の間接金融
への資金調達を促すことも、資金調達の多様化
の源流となりえると考察する。

氏 名：竺　和代
題 目：�地域と学校との関係のあり方に関する一

考察
梗 概：「学校・家庭・地域の連携」の必要性は
広く認識されている。筆者は本稿において、三
者の中でも「学校」と「地域」に着目して論じ
た。学校と地域が連携するために、学校が「地

域の核」となることが有効であり、「地域の核
＝コミュニティセンター」となりうるだけのポ
テンシャルを学校は有している。ところが、現
在の学校行政が「選択」と「競争」、「自己責任」
を推し進め、「学区」の変革をも視野に入れる
一方で、コミュニティ行政はあくまでも、「学区」
ありきでコミュニティ政策を考えている。この
両者の政策の方向性にはズレがあり、それはよ
りよいコミュニティの構築にとって大きな問題
であることを指摘する。

氏 名：門田　志乃
題 目：�日本におけるCitizenship Educationの

発展可能性に関する比較的考察
梗 概：本研究は、学校教育における社会科の分
野で関心が高まっている「Citizenship Education」
（以下、CE）に関する考察である。「善き市民」
の育成を目指すCEはイギリスなどで先行的に
展開されている。しかし、日本の研究及び教育
現場での実践ではCEについて共通理解が依然
確立されていない。また、そもそも、CEが主題
とするCitizenshipの概念自体も、日本的な文脈
での咀嚼、読み直しが不十分と思われる。そこ
で、本研究では「市民」「公民」の概念とその
教育の歴史を振り返り、イギリスの事例と日本
での導入に向けた動きに対する批判を試みる。
その上で、改めて学校教育におけるCE展開の可
能性について検討する。

氏 名：小林　孝彰
題 目：�産業クラスター計画の成果と課題に関す

る考察
―近畿バイオ関連産業プロジェクトを例
として―

梗 概：経済のグローバル化、ボーダレス化が広
まることで地球規模での地域間競争が進み、日
本各地で産業の空洞化や地場産業の崩壊などが
進んでいる。一方、特定の産業が特定の地域に
集積し、経済成長を牽引している現象が世界各
地で見られる。その理由の一つとして、イノベー
ションを起こしやすい環境が整っているという
ことがあげられる。今後、国の競争力を高めて
いくためには、その国（地域）で事業活動を行
うことが他地域で事業活動を行うよりも有利で
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ある環境を提供する必要がある。そこで経済産
業省では2001年より産業クラスター計画を推進
している。本考察では現在日本で進められてい
るクラスター計画の成果と課題を、海外の成功
事例や地域の声を参考に考察する。

氏 名：小杉　賢史
題 目：望ましいスポーツ行政のあり方

―コーディネート組織構築の必要性―
梗 概：本稿は、近年の社会環境の変化にともな
うスポーツに対するニーズの高まりや、行政改
革による官民の連携などにより、大きな転換時
期にあるとされるスポーツ行政の望ましいあり
方について、コーディネート組織体の構築を視
座に検討するものである。そこで、第１章では
スポーツ行政の現状を、第２章では官民連携の
動向を概観し、その問題点を明らかにする。第
３章では、スポーツ先進国であり、わが国の公
共サービス改革のモデルともなったイギリスの
スポーツ政策から、わが国における望ましいス
ポーツ行政のあり方について提言を行う。具体
的にはイギリスにおけるイングランド・スポー
ツカウンシルと同様の位置づけにある機関によ
る、わが国のスポーツ振興を統括的にコーディ
ネートする組織の構築を提言する。

氏 名：久保　友美
題 目：「新しい公共」を支える税制とは　

―公益性判断と収益事業課税を焦点に―
梗 概：今、日本は官が公を担う「古い公共」か
ら民が公を担う「新しい公共」へ転換しようと
している。その「新しい公共」の担い手として
注目されているのが、民間非営利セクターであ
る。代表格は公益法人とNPOであるが、両法人
の置かれている状況は大きく異なる。要因の１
つに、公益法人設立認可における行政裁量余地
の大きさが挙げられる。それにともなって行政
との癒着関係が長年に渡って構築されてきた。
その改善を目的として行われた公益法人制度改
革にも大きな問題が残っている。それらの問題
点や税法上におけるNPOの位置づけについて法
学的視点を交えながら分析し、公益法人とNPO

がともに発展していける税制のあり方を提言す
る。

氏 名：皆川　萌子
題 目：故郷感の喪失から創造へ

―近代化に伴う故郷感の変遷―
梗 概：めまぐるしく変化する社会に生きる私
たちは漠然とした不安を抱えながら生活してい
る。この不安に対応するものとして故郷感をと
り上げた。故郷感を人の移動に伴って現れる感
情としてとらえ、移動手段が整備され人の移動
が盛んになってきた明治から高度経済成長期後
の1980年代までを時代設定とした。この期間の
故郷感を描くために文学や映画、また歴史的事
柄から故郷感の変遷をみることとした。そのた
めに故郷という言葉が含む意味の変化と明治以
降の歴史を概観した上で時期区分をたて、その
時期ごとに故郷感の特徴を描き出した。故郷感
の変遷を辿ることで、今日ではどのような意味
が含まれうるかを最終的に導くことを目指し、
故郷を人々の「着地点」と置き換えた場合にそ
れがどのようなものと考えられうるか考察した。

氏 名：三浦　哲司
題 目：都市内分権の意義と課題
梗 概：2000年の地方分権一括法の施行、平成の
大合併の動き、道州制論の展開など、日本の地
方自治体は今まさに激動の時代に置かれている
といえる。こうした状況のなかで、特に平成の
大合併の動きとともに大きな注目を集めるよう
になった議論が存在する。それが都市内分権論
である。そこで、本論文はこの議論における都
市内分権に焦点を当て、地方分権の潮流という
観点からみた場合に都市内分権の意義と課題が
どのようなものとなるのかについて、これまで
の歴史と最新の動向をふまえたうえで、筆者の
見解を提示することにつとめている。

氏 名：水野　美里
題 目：犯罪に強いまちを目指して

―地域力の向上―
梗 概：本稿は、「安全で安心して暮らせる社会
の実現」を目指して、地域力を活用した犯罪対
策の展望について言及する。日本において犯罪
は、バブルの崩壊以降、年々増加し、2004年に
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ピークを向かえた。その後、熱心な対策により
犯罪認知件数は減少傾向にあるものの、依然と
して憂慮する状況にある。このような中で、近
年、新たな犯罪抑止の担い手として、注目を
集めているのが市民である。市民によって行
われるインフォーマルな犯罪統制の活性化は、
フォーマルな犯罪統制の活性化を促し、ひいて
は、市民自身の「安全で安心して暮らせる社会」
の実現ともなるのである。

氏 名：村上　和史
題 目：�日本農業の現状に対する地産地消の効果

と展望
梗 概：この論文は、近年の日本全国で広まっ
ている地産地消について取り上げるものであ
る。内容は、日本の食料事情と農業の現状を説
明するところから始まり、世界での食料不安の
広がりと共に日本農業の再生が望まれているこ
とを主張し、地産地消の論議を始めていく。そ
して地産地消がどのような概念であるかという
こと、さらにそのメリットデメリットについて
説明したうえで、地産地消の取り組みを紹介し
地産地消について明らかにしていく。最後に地
産地消の現状とその効果や課題そしてこれから
の展開についての述べた上で、地産地消を否定
的な面を強調することも加えて終わりとしてい
る。

氏 名：中村　隆雄
題 目：税制上の会社分割に関する基本課題について
梗 概：わが国の会社分割税制では、米国のス
プリット・オフ（株式交換型会社分割）のよう
な非按分比例型の分割までは踏み込むことはな
かった。非按分比例型の会社分割についても要
望の声は少なくないことから税制上の対応が図
られるべきである。創設されている会社分割の
基本構造は、地域的な地場産業である中小企業
対策も含めた調和のとれた企業組織再編税制を
検討すべきである。本稿は「税制上の会社分割
における基本課題」について研究し、とくに中
心課題として―会社分割における非課税制度と
それに対する租税回避の防止―について、分析・
提言した。

氏 名：直野　光祐
題 目：学校教育における武道振興政策

―「人間形成」を視座に―
梗 概：本論文は、学校教育機関における武道
の振興政策について、社会問題化するモラル低
下などを背景に、今改めて問われている心の教
育である「人間形成」を視座に検討するもので
ある。現在の学校教育は様々な問題を抱えてい
るが、共通していえる問題は人としての自覚の
喪失である。人間形成が構築されていないこと
から、人間形成構築のための解決策が希求され
ている現在、学校教育において、人間形成の一
助を担うべくして武道が採用されている背景か
ら、学校教育における武道の新たな活用につい
ての具体的方策を、以下三点において提示する。
第一に、正課における武道のカリキュラムの改
正である。第二に、武道指導者育成のための新
たなカリキュラムを構築することである。最後
に、武道関係諸団体による新たな統括団体の構
築である。武道は、様々な要素によって形成さ
れていることから、今後更なる検討を行う必要
がある。

氏 名：落合　洋人
題 目：ガバナンス概念の再構築

―ネットワークマネジメントの導入とそ
のポテンシャル―

梗 概：本稿は、1990年代以降、行政学において
議論されてきた「ガバナンス」の概念整理とそ
こから浮かび上がる問題点の解決を通じて、「ガ
バナンス」概念の再考を試みたものである。今
日まで論じられてきたガバナンス論は、主とし
て規範論、実態論、概念論に分けられる。その
中でも概念論は、他２論ほど広く議論されてこ
なかった。そこで本稿は、R.A.W Rhodesの「ネッ
トワークとしてのガバナンス」を「ネットワー
クマネジメント」の視点から再考することに
よってガバナンス概念の再構築を行った。様々
な考察の結果、ガバナンスはネットワークマネ
ジメントという調整メカニズムのアウトカム
（結果）として考えられるというのが本稿が導
いた結論である。
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氏 名：大木　沙織
題 目：迷惑施設の立地と合意に関する一考察

―北九州市PCB廃棄物処理施設の事例
を中心に―

梗 概：なぜ北九州市においては他と異なり、
PCB廃棄物処理施設の立地の受け入れが短期間
で可能になったのか。これが本稿の問いであ
る。そして本稿はこの問いを「北九州市におい
てはPCB廃棄物処理の安全性について住民との
合意が達成された結果、立地の受け入れが可能
になったのではないか」という仮設を立てるこ
とを通じて考察を試みている。結論を述べると、
PCB廃棄物処理施設の安全性について北九州市
と住民が同じ意見に至ったという事実は確認で
きなかった。そうではなくて、PCB廃棄物処理
事業が続く限りにおいて常に安全性について住
民と確認をし続けるという新たな制度を設計す
ることで、PCB廃棄物処理施設の立地が住民に
受け入れられたことが明らかになった。

氏 名：大八木　淳史
題 目：トップアスリートによるスポーツクラブの構築

―「青少年育成」を視座に―
梗 概：本論文は、教育現場におけるいじめや
それを原因とする自殺など、深刻な社会現象と
なっている青少年問題を解決する方策の一助と
すべく、スポーツが有する多面的機能を活用し、
トップアスリート自らが当事者意識を持って携
わり、かつ責任も負うスポーツクラブの構築を
試論するものでる。トップアスリートによるス
ポーツクラブの実現は、先行する各スポーツ
団体の取り組みとも相まってシナジー効果を生
み、青少年育成に貢献するのみならず、その活
動に携わるトップアスリート自らにもスポーツ
の原点の再確認を促し、スポーツ文化の社会的
承認をさらに推進させることとなるのである。

氏 名：負野　美由紀
題 目：高齢者の「閉じこもり」対策の一考察

―自らが人生の主人公になるために―
梗 概：本稿は、新しい研究分野として認知され
始めた高齢者の「閉じこもり」問題に着目し、
「閉じこもり」対策を考察する。「閉じこもり」
の研究は、竹内孝仁が「閉じこもり症候群」を

提起したことが始まりであるが、寝たきりの因
果論として的を射ていたため、1998年の藺牟田
洋美の研究までまったく行われてこなかった。
しかし、地域高齢者の10～ 15％に「閉じこも
り」が存在するという報告がされ、「閉じこも
り」の研究は、さらに発展の必要性がある分野
だと考える。2005年介護保険制度が改正し、予
防重視型システムへ転換される中で、要支援・
要介護状態に陥るおそれのある虚弱高齢者を対
象に、地域支援事業を実施することが制度化さ
れた。しかし市町村は、事業の対象者である高
齢者を、地域から発見把握することに苦戦して
おり、事業の実施も模索している現状だ。これ
は、「閉じこもり」が潜在化していることを意
味しており、筆者は「閉じこもり」を早期発見、
早期対応ができる仕組みづくりが必要であると
考える。その仕組みによって、「閉じこもり」
高齢者自らが人生の主人公と思えるように支援
し、さらに介護予防の本来の目的である高齢者
の活き活きとした生き方を支援することを達成
できると考える。

氏 名：佐保山　暁
題 目：景観を損なわないバリアフリー

―寺院を中心に―
梗 概：社会が日々変貌するなかで、建物のバ
リアフリー化が進められてきた。しかしそのよ
うな中でも形の変えられないものがある。それ
は寺院などの歴史的建造物と呼ばれるものであ
る。本論文では、健常者、障がい者間で起こる
様々な問題の解決方法を探ることにより、景観
を損なわないバリアフリーとは、何かを考察す
る。第１章では、障がい者に対する差別の解決
策を探っていく。第２章では、これからの新し
いバリアフリーの形を考える。第３章では景観
とバリアフリーが相容れないものではないこと
を見る。第４章では、現状の寺院におけるバリ
アフリー化はどのようになっているのかを考察
する。終章では、これまで考察したことから、
最終的に景観を損なわないバリアフリーの形を
構想する。
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氏 名：酒井　隆至
題 目：政治・経済の観点からみた日加EPAの可能性
梗 概：本稿は政治・経済の観点から日加EPA

の可能性について論じる。日本の貿易自由化交
渉において、農産物の取り扱いが非常に大き
なネックになるというのは周知の事実であり、
日加EPA構想においても同様の問題がでてく
る。しかし、現在までに日本が他国と締結した
EPA/FTAには農産物の問題が皆無であったのか
ということになるが、シンガポールを除き農産
物が問題とならなかった交渉はほとんどないと
いえる。つまり、何らかの政策的意図に基づく
インセンティブが農業問題を凌駕する、それ故
にEPA交渉が進んだのであるということが推測
される。そして、そこに｢政治的政策意図｣と「経
済的政策意図」が大きく存在すると考えられ、
その点からもう一度日加EPAの可能性について
考察する。

氏 名：阪本　三奈
題 目：日本の難民庇護政策に対する批判的検討

―諸外国との比較を通じて―
梗 概：難民庇護政策とは、庇護希望者の段階か
ら難民認定申請後の難民認定手続段階、さらに
難民認定後の段階に至るまでの外国人に対する
処遇に関する国家の政策である。国際法上、国
家は難民を庇護する権利はあるが義務はない。
そのため、庇護に積極的な国もあれば消極的な
国もある。日本の難民庇護政策は消極的である
といわれており、各方面で様々な問題点が指摘
されている。しかし、それらの問題点の中には、
理論上批判されるべきではない問題も含まれる
し、他方、一層の検討を要する問題も存在する
と考える。本稿では、国際的な難民保護の歴史
と現状について述べ、日本の難民庇護政策と各
国の難民庇護政策を比較検討することで、日本
の難民庇護政策の問題の現状と今後の課題につ
いて筆者の考えを述べる。

氏 名：柴﨑　恭江
題 目：公立中学校における部活動の再構築

ー教育改革の動向を視点にー
梗 概：本研究では、中学校における運動（スポー
ツ）系部活動の現状を分析し、改善に向けての

方策を検討した。現代社会では、スポーツの有
用性が益々注目され、全人的な健康維持への役
割なども期待されている。中学校における部活
動は、本格的なスポーツへの入口として大きな
役割を担っているが、理念的にも制度的にも多
くの問題を抱えている。本研究では部活動の推
進を阻害している様々な要因を洗い出し、それ
らを解決するための諸政策を提案した。具体的
には指導者に対する時間的な保障、経済的な裏
付けや専門的指導者の育成策などである。また、
この問題は日本の教育全体と密接に関わってお
り、広い視野から国家レベルで検討すべきであ
るということも明らかにした。

氏 名：島津　多恵子
題 目：カンボジアにおける成人教育の重要性
梗 概：カンボジアでは1970年代の内戦に続くポ
ルポト政権の誕生とその政策により教育分野は
多大な影響を受けた。その影響は現在の識字率
や各教育段階の在学率にまで反映していると考
えられる。カンボジアの成人教育を考察してい
くにあたり、カンボジアの歴史や教育の現状、
成人教育論発展の歴史、カンボジアに対する援
助のあり方を議論し、同国における成人教育の
重要性を探っていく。「成人」とされる者たち
が識字習得や学習に対する意欲を持ったとき、
如何にして教育への道は拓かれるのか。成人が
教育の重要性を認識するための理論を示すこと
と、カンボジアにおける教育の課題を提起する
ことが本論の目的である。

氏 名：傍嶋　則之
題 目：「小さな町」のまちづくりに関する研究

―滋賀県内まちづくり事例によるマーケ
ティング政策の重要性について―

梗 概：工業社会の進展により、それを支える
労働者の居住空間確保からスプロール化が見ら
れ、都市においては、中心市街地の空洞化や交
通渋滞・事故、児童・高齢者を狙った犯罪等病
理現象が増加している。まちづくりにおいては、
コミュニティの回復が急務となり、各地域では、
イベント展開・地域ブランドの開発、歴史・観
光資源の再生、市街地（駅前）再生、組織づく
り等数々の振興策が企画・実施されてきている
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が、持続可能なまちづくりに至っていないのが
現状である。そこで、本論文では、まちづくり
におけるマーケティングの重要性と限界を事例
およびケーススタディから言及する。

氏 名：杉本　晃彦
題 目：IT調達におけるPFI手法の有効性

―英国の事例を通じて―
梗 概：近年、先進諸国は電子政府の実現に向け
てIT化を推進しているが、民間企業ではIT投資
によるサービス革新や劇的なコスト節減等の経
営改善がなされてきており、この分野において
本格的な検討段階に入ったばかりの行政機関を
はるかに先行している。そのため、PFI手法の
IT調達への適用（IT-PFI）は有効性が非常に高
いと期待される。本論文では、まず、英国の電
子政府構築の取り組みとその達成手段として登
場したIT-PFIを取り上げ、次に、２つの失敗プ
ロジェクトの詳細を明らかにする。最後に、シ
ステム開発における要件定義と見積りの重要性
に焦点をおいたうえで、IT-PFIの成功に向けて、
事業の円滑な実施を可能とする契約スキームを
検討する。

氏 名：杉岡　秀紀
題 目：�大学と地域との地学連携によるまちづく

りの一考察
―京田辺におけるまちづくりNPOの実
践も踏まえて―

梗 概：近年、地方自治体は地方分権化の流れや
「協治（ガバナンス）社会」化を受け、多様なネッ
トワークによるまちづくりを展開し始めた。他
方、大学は「大学全入時代」の到来や、「国公
立大学の民営化」などにより、従来の教育や研
究だけでなく、地域貢献を視野に入れた「大学
改革」に力を入れ始めた。この２つの潮流が接
近し、現在全国で「大学と地域との地学連携に
よるまちづくり」が進んで来ている。そこで本
研究では、これらを理論面・事例面・実践面の
３方向から考察し、現在の地学連携によるまち
づくりにおける推進力および課題を明らかにし
た。そして最後に、パートナーシップ論の応用
から「地学連携プラットフォーム構想」の政策
提言を試みた。

氏 名：高井　昌弘
題 目：映画ビジネスの契約慣行とリーガルリスク
梗 概：わが国の映画ビジネスが産業として確立・
発展し、輸出文化として生かされ、世界へ流通
していくためには、契約観の未成熟さから脱却
し契約慣行の近代化・合理化をはかる必要があ
る。本稿では、わが映画ビジネスの契約慣行と
リーガルリスクの問題について考察する。まず、
映画の企画製作の段階で締結される契約におい
て、契約条件の文書化が行われていないなどの
非合理性が顕在化している事例を概観すること
により、わが国の契約観、契約慣行について考
察する。次に、アメリカ映画ビジネスの契約観、
契約慣行の特徴を検証することにより比較を行
う。最後に、契約書のない状態をどう評価する
かについて、日米の契約観、契約慣行を比較し
た結果から示唆を得る。

氏 名：田中　誠
題 目：環境報告書にみる企業の取り組みの進化

―五業種の環境報告書調査から―
梗 概：本稿は、事業者の意識改革、行政政策整
備が進む中で企業の環境への取り組みも進展を
見せてきたのではないかとの筆者の仮説を論証
することを命題としている。そのために本稿前
半において筆者が調査資料とした環境報告書の
有効性を論証し、これを受けて、調査対象とし
た事業者の環境報告書を調査した結果、事業者
各位の取り組みの経緯を詳細に把握することが
できた。考察の結果、筆者が推測したように企
業の環境への取り組みは、その範囲も内容も進
化の様相を呈してきていることが明らかになっ
た。また当該活動は事業者にとって持続可能な
企業経営を目指すうえで必要不可欠と考えられ
ており、今後も企業がCSRを重視していく中で
重要な位置を占めていくであろうことも本論に
より明らかになった。

氏 名：舘林　千賀子
題 目：�日本の高等教育における障害学生の修学

支援について
―障害がある学生が自身に付随する障害
の有無に関わらず高等教育機関で修学す
る機会を享受するために―
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梗 概：本稿の目的は、大学等高等教育機関にお
いて、障害がある学生が自身に付随する障害の
有無に関わらず学ぶ機会を享受するための制度
を考察することである。これは、大学等高等教
育機関において、障害のある人もない人も、社
会の一員としてお互いに尊重し支え合いなが
ら、同じ場所で共に生きる社会、ノーマライゼー
ション社会を実現させるための施策、障害者自
身の社会参加へ資質を向上させるための教育機
会を広げるための施策を考察するともいえる。
このため、日本の大学等高等教育機関における
障害学生の現状を幅広く検証するとともに障害
学生支援制度のモデルケースと目されているア
メリカの高等教育機関の現状と比較考察する。
そのうえで、これからの課題を、障害学生の入
学前、在学時に分けて整理し、国、日本学生支
援機構、各高等教育機関、障害学生の主体別に
論じる。

氏 名：立石　飛鳥
題 目：外国人児童生徒への義務教育保障と地域教室
梗 概：子どもたちが社会において適切な教育
を受ける権利は重要であり、この権利の保障
は、将来の市民生活や職業生活への参加につな
がる。この点において、教育を受ける権利に関
する問題は、日本人のみならず外国人児童生徒
にとって、重要かつ早急な是正を要するもので
ある。問題是正のための外国人政策・施策とは、
行政の行うものだけをいうのではない。本稿で
は、外国人児童生徒への公教育が抱える幾多の
欠点を補完する存在として、「地域教室」を取
り上げる。その存在意義や諸問題の考察を通し
て、日本における外国人児童生徒に対する教育
保障問題解決の糸口を探り、状況改善に向けた
提案を行う。

氏 名：鳥羽　千尋
題 目：公会計への企業会計導入について
梗 概：現在、夕張市を筆頭に地方自治体の財政
状況が危ぶまれている。その結果世代間の不公
平が起こっている。この状況のもと財政再建へ
一手法が公会計制度改革である。制度改革にお
いては、行政の内部マネジメントである企業会
計的手法の導入が主流となっているが、財務情

報利用の視点から述べれば、パブリックアカウ
ンタビリティについて考察することも同様に重
要だと考える。本稿においては、企業会計的手
法の導入と会計責任という、行政を内部と外部
からマネジメントする事によって公会計制度改
革を検討したものである。

氏 名：辻　淺夫
題 目：�自治体の国際交流に果たすスポーツイベ

ントの役割
―サッカーにおけるポスト・ワールド
カップを視点に―

梗 概：本研究は、国際的なスポーツイベントを
開催することが、自国や自治体のスポーツ振興
策となるのみならず、スポーツ交流を促進させ、
いかに国際貢献に繋がるのかを2002年FIFAワー
ルドカップ日韓大会から考察するものである。
自治体の国際交流になぜ国際的なスポーツ交流
が必要なのかを解き明かし、また2002FIFAワー
ルドカップ日韓大会のアンケート調査から各自
治体の国際スポーツイベント（ワールドカップ
日韓大会）の成果と評価を行い、今後自治体が
国際的なスポーツイベントを実施するための資
料を作成し、スポーツイベントが一過性の単な
る祭事に終わらずに、国際交流に継続性を持ち
有効に作用するための国際スポーツ交流継続組
織のモデル化の必要性を提言するものである。
　

氏 名：渡辺　雄人
題 目：農村生活文化資源の活用による地域づくり

―京都市大原地区における実践研究から
の考察― 

梗 概：農村の擁する「日本の原風景」は農村生
活者の人為的営みがあって初めて生じてくる性
質のものであり、そこに農村生活者の健全な姿
を欠くことはできない。昨今、中山間地域など
の生産条件の不利な地域に対する直接支払い制
度が導入されるなど、農業･農村の多面的機能
の保全対策が図られるようになった。しかし、
農村の社会的・文化的機能は、農村機能の一つ
として認められながらも、その保全策を講ずる
ことは難しいと言わざるを得ない。農村におけ
る多面的機能は、その地域に人が住み、「農」
を生活の一部とした暮らしが営まれることに
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よって発揮される。農村生活文化資源を保全す
る手段の一つとして、農村生活文化資源を活用
した地域づくりの可能性を、京都市大原地区に
おける実践的研究をもとに提唱する。

氏 名：山田　将行
題 目：�循環型社会における廃棄物ビジネスモデ

ルの考察
―廃棄物ビジネスのサービサイジング化―

梗 概：循環型社会における廃棄物ビジネスは、
法体系の整備や動脈産業の意識変化、資源・エ
ネルギーの枯渇などから、業の形態を変化させ
る必要がある。本稿では排出企業との戦略的・
主体的な連携が不可欠であり、それは変化する
排出企業のニーズに、従来の処理サービス以外
に新たなサービスを付加し応えることで実現さ
れるとした。その新たなサービスは今まで培わ
れてきたコアコンピテンスを応用することで提
供できると考える。それらを論証するために
サービサイジングのフレームワークを用いた。
またスマイルカーブの理論を廃棄物ビジネス
に応用し、どこに新たなサービスを付加するか
を考察、そこから抽出されたものにケーススタ
ディをあげ有効性を論じた。

氏 名：米山　浩
題 目：水俣における地域再生の過程に関する一考察

―地元学によるまちづくりの視点から―
梗 概：2006年は水俣病の公式確認から50年とい
う節目の年であった。本研究では、水俣の人び
とがいかにして地域再生への道を歩んだのかに
ついて、地元学によるまちづくりの視点から考
察する。地方分権が叫ばれ、地域の個性が大事
であるといわれ始めた現在、コミュニティ再生
など地域を取り巻く様々な問題を解決し、魅力
ある地域社会を創り上げることが求められてい
る。このような潮流の中、水俣病の教訓を活か
したまちづくり、すなわち地域に内在する様々
な価値を再発見し、その価値をまちづくりに活
用させ、再創造へとつなげる地元学の手法が、
これからの社会において活用されるべきもので
あることを論じる。

氏 名：米崎　寿行
題 目：現代「青少年の居場所づくり考」

―「活動と参画」の理論を手がかりに―
梗 概：本稿は、近年の青少年の経済的自立の遅
れおよび社会的不適応者の増加を憂慮し、政策
として地域の居場所づくりがすすめられている
中で、よりよい居場所づくりを進めていくため
に活動理論および参画論から考察をすすめる。
なお、現在の居場所づくりの問題点として、活
動が居場所に限定されている傾向があること、
ならびに子どもたちの成長や環境に的確に応じ
た取り組みを進めるうえで指標となる理論の必
要性があることとしている。なお、結論として
は居場所づくり居場所に限定されない視点なら
びに取り組みが必要であること、また取り組み
は状況に応じて段階的な行われるべきであるこ
と、を挙げている。

氏 名：邊　奉烈
題 目：産業クラスター政策における発展戦略

―日・韓自動車産業を中心として―
梗 概：世界の事業環境は知識経済の進展、各種
のボーダレス化、モジュール化・複合化など技
術の変化、多様な機関や組織の出現と隆盛、各
階層における知識や人材をめぐる競争の激化な
どのこれまでにない非連続的な変化に見舞われ
ている。日本は世界第２位の市場規模を持ち、
技術開発力の蓄積もあり経済の再生が期待さ
れ、構造改革など各種の改革が推進されている
にもかかわらず、各種のマクロ政策には具体的
な成果がなかなか見えてこない。このような中
で、最近、経済開発の新しい視点として、産業
クラスターの考え方が脚光を浴びている。それ
はマクロ政策だけではなく、ミクロ経済の観点
から世界の中での「競争力」に注目するもので
ある。また、業界でなく、ある程度広がりのあ
る単位にある多様な組織や機関が連携し、協働
と競争を行うことによって、イノベーションを
起こし、新しい付加価値を創造しようとするも
のである。

氏 名：徐　成竹
題 目：中国農村医療保障制度に関する研究
梗 概：1978年に改革開放が実施されて以来、市
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場経済システム、請負責任制の導入によって、
中国農村の集団組織（人民公社）は破棄され
た。集団組織の財政に支えられていた農村合作
医療制度も急速に崩れ、農村部の各家庭は自ら
の負担で医療を受けざるを得なくなった（無医
療保障状態）。しかも、医薬業界での市場経済
の導入によって、医薬費用が急速に上昇してき
ている。高騰する医薬費用の下で農民は病気が
あっても治療できない、病気があっても治療す
る勇気がないのが現状である。本稿では、第１
に、中国農村部における医療保障がどのような
実態にあるのかを明らかにする。そして、第２
に、2002年から積極的に押し広められている新
型農村合作医療制度の具体的な内容、展開の状
況、特徴及びその問題点を述べる。第３に、日
本の国民健康保険制度の形成と発展、制度の内
容、実施状況、特徴を分析し、中国の新型農村
合作医療制度と比較しながら、参考にできる部
分を取り上げる。最後に、以上の分析を踏まえ、
今後の農村合作医療制度の方向性について若干
の提案を行う。

氏 名： 　　正
題 目：貿易における市場政策と環境政策の政策調和

―中国における環境と貿易問題に関する一
考察―

梗 概：本論文は中国現在、“緑の壁”という現
象を通して、環境と貿易における問題を考察す
る。現在中国の輸出品に対し、生産時に環境コ
ストを織り込むべく、さらに削減すべきことを
指摘することは一つの目的である。また、非関
税障壁と環境ダンピング、それぞれ経済的理論
を用いて分析、比較することによって、“緑の壁”
という現象は、中国が主張しているような経済
先進国が環境保護という名目を借りた非関税障
壁だと違い、中国企業が生産時に環境コストを
考慮せず、環境ダンピングして貿易する場合に
当面した問題が考えられる。このような問題を
改善するため、企業が環境保護するための技術
やノウハウの導入は国際競争力を付けながら、
環境保護の目的も果たせる根本的な方法である
ことを一つの助言とする。

氏 名：張　　斌
題 目：�中国自動車産業発展政策（2004年版）

の特徴と問題点
梗 概：2004年５月21日、中国政府は「自動車産
業発展政策」（2004年版）を発表し、同日発効
した。「自動車産業発展政策」（2004年版）は法
律効力を持つ最新の産業政策であり、中国の自
動車産業におけるガイドラインでもあるため、
国内外に大きな注目を浴びている。本稿では、
「自動車産業発展政策」（2004年版）に焦点を当
て、この政策の特徴と問題点を分析した上で、
政策の実施により現在の中国自動車産業の三本
足となっている国営系・外資系・民営系自動車
メーカーに及ぼしている影響を考察する。

氏 名：張　　韜
題 目：中国におけるリサイクル工業団地の現状分析

―課題及び将来への展望―
梗 概：1980年代から｢持続可能な発展｣の概念が
国際的に提起され、世界各国は｢循環型経済｣と
いう持続可能な発展の道を積極的に模索するよ
うになった。一方、中国では経済の高成長を維
持するために、現在の発展方式を｢循環型経済｣
発展のモデルに変革しなければならないという
観点から｢循環型経済｣が注目を集めている。本
論文は世界中に展開されている産業エコロジー
のそれぞれの概念と現状を検討した上で、中国
のリサイクル工業団地の具体的な例を挙げ、比
較分析を行い、中国におけるリサイクル工業団
地の意義を探ることが目的の一つである。更な
る目的はサイクル工業団地の中国なりの発展の
道とその中に存在する課題を指摘し、解決する
ための政策提言をすることにある。

氏 名：張　小菊
題 目：�国際地域間の格差による国際観光振興の

阻害に関する考察
―査証上の規制緩和及び経済格差の視点
から見る―

梗 概：国際観光のアウトバンドについては、先
進国から途上国へのツーリスト流動が、その逆
より著しく多いという現象によって、国際地域
間の国際観光に関する格差を経済上の格差と制
度上の格差として捉える。特に現在アウトバウ
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ンド者数が急激に増えている中国の国外旅行の
形態と現状について論じる。国際観光の発展を
モデル化して中国、韓国、日本の比較を行い、
中国のアウトバウンドは、経済上の格差による
国際観光への阻害が存在しているものの、今後
大きく拡大していくと考えられる。しかし、制
度面あるいは査証上では中国の方が査証相互免
除協定では厳しい条件付きで締結されているこ
とを述べる。そして最後に外貨持ち出し制限撤
廃、観光を目的とした海外渡航の自由化、イン
フラ整備について考察し、提言する。


